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板ガラス産業における企業行動 

図 3 0 磨 き 板 I 9 6 0年上期

の供給足の增減は一方の企業の利潤に影響を与えない 

からであるゲ

.このような等利润__線群を想定すれば，市場均衡点 

E は各企業にとって他企業の供給量を所与としたとき 

の利_ 般大点で务る匕 どは明らがである。 また例えば 

旭硝子が、国内供給量伽；A を増せば， 日本板硝于は直 

線 G F にそぅて：E 点から F 点の方向へ移動せざるを 

得ないであろう。直糝 F G からの趄直方向への離脱は 

日本板硝子にとり利潤の減少を意味する6 また逆にp 

本板が供給fii：扑， を増すとき, 旭硝子は直線GF m 
そってE点からG方向へ移らざるを得ない9 かくして 

各企業9 他企業の行動^:関する臆测変動の値は  一r  

(fft線 FGの勾配〉に等L くなるであろう。 しかし実際 

には* — 方の企業が供給量の增加を続行することに対 

U 他企衆はその供給凰-の減少の割合を減少きせる< 

とによ.りこれを姐止しよう.とするであろ’うから，臆測 

度動の値は一 1 より若干大きくなる可能性がある。

表 1 において 1.956部から 1965年にかけて磨き板の 

‘始测变動の推淀値が旭硝子が - 0. 9 前後,日本板が

1—— 0. 8 裎度になっている。 とれらの結果に関す 

る一つの解釈として上述のような説明を与える .ことが 

できるであろう。

B. 結

:i .

以上の結果をまとめれば次のようになるであろう。

( i k 観測期間中，■普通板，.変り板ガラス市場では ，. 

輪入压力は余り存在せず，'各企業の供給量は，:.国内の 

競争相手の出方めみを考慮して決まっている。旭硝子 

は相手方企業の供給量め報復的な反応をほとんど無祝 

して独自に利砰最大点に近く供給暈を定め i ：い名。 こ 

れに対し日本板硝子は旭蛸子の報復的な反免を考撤に 

入れながら行動せざるを得ないようである。

⑵ 分 柄 の 期 間 ，磨き板ガラス市場では，旭 •日 本  

扳が祓占市場を形成しでいたが，製品の偭格蝻为挫が 

低いため， 2 社 p 総供給量の婢少はたちまち価格騰貴 

を招き/ 辦入压力が強く存在する。 このため,等利潤 

仙線群は市場均衡点奪M るマイナス1 の勾配の直線上 

に頂点を持つ機 1 0 のような丨11|線群となり， 一つの企 

業の供紿最の増加に対し，他企業は供給量の減少によ 

って反応せざるを得な ,い, このような4 とから各企業 

は他企業の供給に関し経駿的乾マイナスJ 、に近い臆測 

変動を持つに苗る6 表 1 の臆測変動の推定結果はごの 

ような祺情と盤合的である。 厂

;
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分布ラグとア一モン• ウ X

蓑 谷 千 凰 彦

分 布 ラ ダ の モ デ ル に お い て • ラ グ *ウ ヱ イ ト を 推 定 す  

る 方 法 に は ，先 験 的 に ラ グ •ウ X ィ ト の 分 布 を 彼 定 す る
(1) (2) (3)

方 法 (幾 何 級 数 的 分 布 , パ ス カ ル 分 布 , 逆 v 字 型 分 布 等 々 ） 

と， 先 験 的 に 分 布 を 仮 定 し な い で ラ グ • ウ k イ ト そ の  

も の を 推 定 す る 方 法 が あ .る， 、ン ヤ i リ ー • ァ ー モ ン に  

よ っ て 開 発 さ れ た 方 法 は 後 者 の タ イ プ で あ る と い え よ  

う。 こ の 論 文 目 的 は ア 一 モ ン め 方 法 で 推 定 き れ た ラ

グ •ウ in イ ト （こ れ を ア ー モ ン •.ウヱ彳トと呼んでおこう〉

の 統 計 的 安 定 性 を 確 か め る と と に あ る 。 ，

n で ア 一 モ ン • ウ : ^イ ト に 関 し て 簡 単 に 概 説 を 行 な  

う6 そ こ で は れ 重 cp幾 何 級 数 的 遅 れ を 仮 定 し た と き の  

餘 時 定 数 は 《次 の パ ス - ル 分 布 <b苹 均 ラ グ に 等 し い こ  

と も 示 さ れ る 。ノn iで ァ 一 モ ン •.ウ x イ ト の 推 定 結 果 が  

_ 討 さ れ ， 従 属 変 数 の ラ f 付 変 数 を 説 明 変 数 と し て 含  

ん で い る モ デ ル か $ 計 算 さ れ る ラ グ • ウ ェ イ ト と 7 — 

モ ン * ウ X イ ト と は か な り 興 な る 場 合 が あ る こ と が 示  

さ れ る 。

n
: . 

次 の よ う な 分 布 ラ グ め モ デ ル

Y t =

を 考 え よ う 。 （1)を

⑴

(2)

: 1
ことで沒= 2 鼠，切(幻土 * ，. 2 切⑷= 1 と書き

直し，S i3f< o o , |9 ,はす5 ての { に関して同符♦であ 

るという仮定を設けることによって，w (i)は w t o O ト 

2 w ( i )  =  l を満足する確率と考えることがで乡る。 ヲ 

グ演算子をL, つまり

X t-i ニ  U X t
とすると，⑵ゆ  •

Y t=(3W (L)X t (3)

ここで W (L) = w (0)+ w (l)L；+—仂（2)L* + “ “ “

と書 < こ とができる。そしてすベてのw ( i ) は非負で， 

W <1)= 1 であるから , W ( L )を確率母関数 ( f とい5 

値をとる確率はw (i))と解釈できる：確率母関數め性質 

ょり

dWih) I
平 均 ラ グ .E 0 :

d h

.チグ分布の分散Var(9: d 2W (U
d V ^ 1  

酿 U F ⑷
と な る 。 .

ラグ • ウヱイト wii) の分布に関しては幾何級敎的 

分布 , X ガル分布，逆 V 字型分布などを考えると±が 

できる。たとえば , ％次のパスカル分布を伖定すると ,

w (i):
/tt+ t —1 \
\  i ) (1 —約 4

で あ り ， ⑶ を ⑵ へ 代 入 し て

一 p q - x ) n v

‘ “ ― (1一几)” し

と 書 く こ と が で き る 。

(5)

(6)

注 ( 1 ) 参考文献(G) 

( 2 )  " (8)



W ( L )  =

.，とすれば，

平 均 ラ グ |E0

ラグ分布の分散
U  —メ）

…が得られる 。 ..

その他に， 11 f f i の幾何級数的遅れを佤定して

Yi=d ト  ⑶
というモデルを考えることがある。 ここで j は差分演 

算子で，ある。 このれ重の幾何級数的遅れを仮定するこ 

とは《次のパス力ル分布を仮定す'ることと同じである。 

たぜなら，差分凉鈴子」 と.ラグ演算子レとの間には 

JYt = Y( -  Yt_, = Y« -  LYt = (1 -L )Y ,

だから，J = l - L という関係；̂あり，更 ヒ ：

1
l+ n /x  =  — ,

と お い て ， こ れ を ⑶ へ 代 入 し て 整 理 す る と

. M l 三族
が得られ，これは n 次のパス力ル分布(6)にほかならな 

い。そして n  I B の幾何級数的遅れを仮定したときの総 

峙矩数を T とすると

»p—- I — nA ■
/t 1 • "义

と な り ， 最 後 の 项 は ル 次 パ ス カ ル 分 布 の 平 均 ラ グ で あ  

る か ら ， 総 時 矩 数 T は パ ろ カ ル 分 布 の 平 均 に 等 し い 。

こ れ ま で 述 べ て き た 分 布 が ，分 布 の 型 を 先 験 的 に 彼  

淀 し て い た の に く ら ベ ， ア ー モ ン . ウ ェ イ ト は そ う で  

は な い 。 ァ ー モ ン の 方 法 を 簡 単 に 記 し て お こ う 。

アーモンの方法は次の通りである。

仮 定 1 ある期のX は ? i 期間にわ^:ってY に影■を 

■■与冬る0 .

こ の 仮 宠 に よ り ；

Y t~ J^w(i)Xt-{ (10)

と■ くことができる。

仮宏 2 ラグ • ウェイト⑷は多璜式上の点とし  

てあらわされる。

い ま ， 点 ル (< = 0 , 1 ,2パ… “ , 4 + 1 ) に お い て ， 多 項 式  

W (ie )は与 -え ら れ た 値 6 f を と る も の と す る 。 次 数 が 高  

々 1 + 1 次 の 二 つ の 多 孭 式 が 相 興 な る な 十 2 個 の 点 で  

一 致 す れ ば ， 二 つ の 多 項 式 は 一 致 す る か ら ， このよう

_ な 多 項 式 は た だ 一 つ し か あ り 得 な い 。 こ の と き ， 区 間  

[0 ,7 1 ]内 の す べ て の w ⑷ は ， ..

0 + 1
w(i) =^2 ^(i)b } ( i= 0 ,1 , .....1 ) (II)

によって計算できる。ここで如 a ) はラグ令ンジュ補 

間多項式め X—i における値であり，

i+*'

で あ る 。ラ グ 構 造 を (10)と 仮 定 し た こ とは , w ( - l ) = w ( n )  

^ = 0 と 仮 定 し た こ と に 等 'し い .か ら ft?0= — 1 , Xg+l=7lt 

=  +i =  0 と お く 。 こ の と き (丨丨}は

w (z) =  S ；̂Ai)l>j (13)

と な る 。 （丨3)を (丨0)に 代 入 し て 次 式 を 得 る 。

Y* =  2  i  h ( 2  (14)

ァ一モン • ゥュィ卜の計算は，独立 変 数 X e-dhO , 

1> •••••,« - 1 ) を変数変換して 2 也(O X m  ( j= レ ”.“， 

9 ) とし， (14)の 6,-が暖づ、自乘法で、推定し,その推定さ 

れ た byを 使 って⑽よりw ( i)を計算する。

以 上 述 べ て き た こ と .か ら ， .ア 一 モ ン . ウ エ イ ト の 統  

計 的 安 定 性 を 云 々 す る 場 合 ， 次 の こ と が 問 題 と な る 。

( i ) . 分布ラグの及ぶ範囲如の大きさ）

( ii ) パ ラ メ ー タ ポ イ ソ ト の 数 ( q の値）

( i i i ) パ ラ メ ー タ ポ イ ン ト の 位 置 ( q の 位 置 )

こ れ 以 外 に , 時 間 に 関 す る 集 計 と ァ こ モ ソ • ゥ 主イ 

ト の 安 定 性 ， た と え ば 四 半 期 デ ー タ で 推 定 さ れ た ナ ー  

モ ン ‘ ゥ 工 イ ト の 最 大 値 が 2 期 俞 で あ っ た と き , 半 牵  

デ ー タ で 推 定 し た と き の ァ ー モ ン 、 ゥ ヱ イ ト め 最 大 艏  

が 1 期 前 k な る か ど う か と い う よ う な こ と も R3題 と す  

べ き で あ ろ う 。

ァ ー モ ン の 方 法 は ， ラ ダ の 及 ぶ 範 囲 は ど こ ま で か を  

推 定 す る の で は な く ， 先 锬 的 に 決 め る わ け で あ る が ， 

先 験 的 に (⑵ の w の 大 き さ に 9 い て 何 ら か の 情 報 を 本 っ  

て い る こ と は 少 な い で あ ろ う 。 し た が っ て ， れ の 大 き  

さ を い く つ に す る か は ， 結 局 ぃ ろ い ろ を 動 か し て み  

て w ( i ) を 推 定 す る よ り 他 に 方 法 が な ぃ 。

( i i ) の パ ラ メ ー タ ポ イ ン ト や 数 を 決 め る こ と は w (i)  

が 存 在 し て い る 多 項 式 の 次 数 を 決 め る こ と だ が ，，これ 

に つ ぃ て も 前 も っ て 何 ら か の 知 識 を も っ て ぃ る と は 考  

え る こ と が で き な い か ら ， 通 常 g は 2 あ る い は 3 ぐら 

い に お か れ る e も し ,こ の ヴ を い ろ い ろ か え る こ と に よ  

っ て ア 一 モ ン • ウ ヱ イ ト の 値 が 大 き く か わ る と す れ ば

’ 分 布 ラ グ と ァ 一 モ ン • ウェ  イ

(1- 妒

( 1 — 儿 ) "

iiX

1 - 1

(7 )

(8)

202(968)

.分 布 ラ .グとブー ..名 シ •’ ウ土:イ

ア ー キ ン • ゥ ヱ イ 卜 の 安 定 性 が 問 わ れ ね ば な ら な い 。 

し か し > 本 論 文 で は と の 点 に 関 し て は 考 察 し 'て い な い , 

( i i i ) の パ ラ メ ー タ ポ イ ン K の 位 置 を ど こ に き め る か  

と い う と と は 、 多 項 式 近 似 に よ る 誤 差 の 大 き さ に 影 響  

を 与 え る 6 こ の 点 に 関 し て は 手 ヱビ シ ;r: プ の 基 準 が あ  

り，そ れ に よ れ ば 区 間 [  — 1，1 ] ヤ 真 め 関 数 i o ( x )を 穿 +

1 次 め 多 項 式 pOv) で 近 似 す る と き  

max |w(«)—jj(a；)|
—1く 3f<l

を 最 小 に 十 る た め に は ， パ ラ メ ー  タ ポ イ ン ト の 位 置 q 

を 9 +  2 次 の チ ェ ,ピ シ ェ フ 多 項 式 の 根 と し て 選 べ ば よ  

い。 'た と え ば 9 = ^ 3 とする ’と.， な+  2 = 5 ’.次 の チ ェ ビ シ  

ェ ブ 多 項 式 め 根 は

T 5(aO =  Cos (5eos 一1a；) =  0 ノ 

で 与 え ら れ る 。 こ れ を 解 い て ： )

(2« + 1)jt ’ .パ 九 . 、
^^ c o s  ~ 只 厂 一 切 = 0 ,1 ,  2, 3, 4)

これより  a；= 0 . 95, 0. 59, 0, - 0 .  59* - 0 .  95 を 得 る か  

ら， パ ラ メ ー タ ポ イ ン ト の 位 匱 と し そ ， 区 間 [ 一 1，1] 

で  一0 .59 , 0, 0. 59 を と る „

結 局 ，n , q の 値 を 決 め れ ば ，q の 位 置 は チ て ビ  'ンヱ

フ の 基 準 に よ っ て 決 定 さ れ る 。 し た が っ て， q の値に  

. よ っ て ア ー モ ’ノ • ゥ-エ イ ト め .値 が 大 き く か わ る こ .と は . 

な い と す れ ば ， 7 一 モ ン の 方 法 に よ づ て 最 適 ラ ダ を 決  

定 す る 基 準 は ， 通 常 の 統 計 的 な 基 準 (決 定 係 数 ,残 浚 分  

散 など）と 符 号 条 件 と い う こ と に な る で あ ろ う 。

こ の 論 文 で 検 討 す る の は ， 上 記 ( i ) 〜 （i iO に関 す る  

ァ 一 モ ン ‘ヴ エ イ ト の 統 計 的 安 定 性 で は な ぐ て 他 の 方  

法 か ら 得 ら れ る ラ グ * ウ ェ イ ト と ア ー モ ン . ウ ェ イ I- 

と の 比 較 で あ る 。

m

推定するラグ構造は法人利潤 ( 税引後）と投資支出， 

所得と消費支出の間の関係であり， ラグ• ウェイトを 

ア一モンの方法によつ て推定 t , " その最適ジy ^ t と' 

別の方法によつて得られるラグ.ウモイト占を比較し 

てみよう》使用した 'モデルは，

JjL..
Vi

G

Pc

»—1 / 
S  叻i( i)

n̂ W 2 ( i )

P.-

+ 2  6iQj + 6i (16)

r へ. 卜 . . . ：
〔表-1〕 ア--モ ン _ ウ土イ ト切み.〉 ' . ' . . . . .

-■ ■ ,

■..

0 0. 283 0. 257 0.234 0. 213 0 .192 0 .172 0 .156 0 .144

: 1 0. 255 0. 259 Q.256 0. 249 0. 237 0. 223 0. 209 0.198.

2 0 .146 0 .165 0 .183 0 ‘ 193 a 199 0. 200 : , 0 .197 0 .192 1

3 0. 084 0. 081 0. 095 0 .111 0 .129 , 0 . 142 0 .150 0 .152

■： 4 0 .102 0. 054 0.041 0. 045 0.061 0.078 0, 092 0. 099

..ご七 , 0.129 0.082 0. 038 , 0.018 0. 019 0.028 0. 041 0. 048 :

, 6 0 .102 : 0. 069 0.031 0. 010, 0. 005 0. 008 0.011

7 0.084 0. 064 0.030 0. 008 — 0.002 - 0 .  007

8 ‘ ：-■1 ' .ぃ

0. 075 0.059 0. 031 0.009 一 0. 005

9
へ _) ! • ; 0. 065 0.056 0. 033 0. 014

10 •0.058 0.055 0.040

11 .パ-…！ ノ
. • .

. ，.’.一 0. 053 0. 060

12 0‘ 054

S. W. 3,082 3,091 3.103 3.116 3 .126 3.137 3 .150 3 .171

R 0. 986 0. 987 0. 987 0.988 0. 987 - 0. 987 0.^86 0.986

百 58. 3 56. 4 55. 5 54.7 55.7 57.2 5 9.1 59. 5

推 矩 は 30/1-3V 4 1 /1 0 -1 2四平■期デ .一 タ 举 節 調 盤 前 . . パ ラ メ タ ポ イ v  Y q は 3 である。

— ~  2 0 3 (9 6 9 )
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分布ラグとア一モン• ウマイ

である。 ここでむは名目民間設備投资，Pl‘はそのデ

ブレーター，Ye は法人所得，Te は法人税および税外

釵祖，C は名H個人消費支出， pe はそのデフレータ一， 
<&)

Y dは "]'処分所得，Q,-は季節ダミ 一(Q? は 4 “ 6月=100)

でぁる。

ァ一モン . ウヱイトを〔表 -1〕および〔表t 2〕に掲げ 

すこ。 表でR は I自由度修正済重相関係数，百は残差の標 

準偏差，S .W .はラ，グ * ウinイトの合計を示す。

ア一モン • ウェイトはウェイト合計が1 になるよう 

規準化してある。〔表-1〕より民間設備投資の税引後の 

法人利潤に対する時間的反応をみると，ある期の法人 

利潤は大体 8 期 （2 年）にわたって民間設備投資に影響 

. を年えるものと考えられる。 しかも，影響の約77% は’ 

始めの 4 期のうちにあらわれるレg ふが似によって平 

均ラダを計算することは多分に技巧的な意味しかもた 

ないかも知れないが、， こ の計算によると，平均ラダは 

約 7 力月から8 力月となり，法人利潤に対する投資行 

励の反応は非常に早く行なわれることを示している。

ゥヱイト合計はほぼ3 . 1 ぐらいであるから,法人利潤 

の 1 坪-位 (10炮叩の変化が , 究極的に（ということ社完 

全にその効果を波及しつくした後には）設備投資に与え 

る影響Q大きさは 3 .1 (3 1億円) どなる4

〔表 - 2〕 ア ー モ ン . ウ ェ イ ト 奶 ⑷

i

0 0.イ 94 0. 376 0. 385 0. 403 0.470

1 0. 308 0. 277 0. 358 0. 396 0.455

2 0 .107 0 .119 0 .187 0. 22'0 0.231

3 0. 091 0. 088 0. 044 0.041 -0. 005

4
■

0 .140 -0. 001 -0. 050 - 0 . 136

5 * 0.027 - 0 .0 3 5 - 0 . 121

. 6 0.026 —0, 001

7 0 .106

S. W* 0. 794 0. 802 0.798 0.795 0.792

R 0. 999 0.999 0.998 0. 998 0. 998

s 33. 2 30.5 42.2 43.5 44.2

描 矩 は 30/1 -3 -41/10 -1 2四 半 期 デ 一 タ 季 節 調 整 前

パ ラ メ 一 タ ー ポ イ ン ト 々 は 3 である。

〔表-2〕より可処分所得と消費支出のラグ構造は4 期 

前 （1 年前）まで考虛したものが最適であり，所得受取 

りから消费支出までのラダは1 年をとれば十分である 

ことが分る。そして約70% の効果が半年の間にあらわ 

れ，平均ラグは 4 力月であるから，支出と所得の間の 

反応はかなり早く行なわれる。 ウェイト合計は約 0 .8  

であるから , 可処分所得 1 单 位 （10镱円）の変化が究極 

的には個人消費支出に0. 8 ( 8 億円)の変化をもたらす 

ことを示している。 •

さ て ， こ の よ う な ア ー モ ン • ウ ヱ イ ト に よ って 尕 さ  

れ る ラ' ク:構 造 が 統 計 が J に 安 定 的 な も の か ど う か を 検 討  

す る た め に ， 次 の よ う な 方 程 式 に 暗 黙 的 に 含 ま れ る ラ  

グ .ウ ェ イ ト を 計 算 し て み よ う 。 いま

(I，/pA = Z“ L)【， 厂Te ) ' 的）
\  Pi I i

(C/p山  ^^(LKYrf/pA (18)

というモデルを考える。Zt(L), Z2(L) はラグ演算子 

L に関する多瑱式である。 . '

r
(19)1

とすると，帅は

=y( J ’p.T*.) + ハ(I//p»)«-i + Uilfhdt-
* r  (20)

となる。

(Zx(L)=pW(L)
W (L) -- m  + m L +  WsLs + (21) !

•ti 一ら’

とすると

(1/1 pdt — /(Xf) + d2(j/lpi)t~̂ X +a3 (I//Pi)«-2 物 ；

ここで、/(X d ^ o  +  ̂ ^ ^ ^ ^ h b i Q i を推定し 

たとき，这，wif平均ラダは

V)i~a2Wi-\-Va^Wi-r (23).

但 し 切  O^^l—ひ2 —<13, W\ ~ ^2(1—(12 di)

平 均 ラ グ ‘
1一び2 — CS-3

によって計算できる。

30/1-3〜4 1/10-12 までの48個の四半期デ一タ(系節 
. (6}

調盤前）を使州して• （22)を推宠しも結梁は

注 ⑶ デ “ タはいずれも「国圾所得轼敎印•報j (経济企画庁）による4 一7'

( 6 ) (レルん2 の係数一0.02631 の德準偏糸は，0.13 2 8 9セあるから，係数は0 と右意に奴ならなぃンしたがって 
2 期前のル /p,.)を除いて，次のような式を拙矩した•
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フj、ィ卩フ ツ こ r

( l/ b i) t= -40. 57+ 0. 2125Q2 +  1. 2745Q3+0. 8886Q4

+ 0.64684  + 0. 80336 (Iz/p,)^,
(0.16062)入 か 人 (0.15154)

K = 0 .  991, S = 4 7 *  62, d = 2 . 12 

で あ る ( d は ダ 一 ビ ン .ヮ ト ソ ン 比 ）。 脚 に し た 糸 っ て ， 

/ ? ,斯 ，平 均 ラ ダ を 計 算 す る と 〔表 - 3〕の よ う に な る . •

この1ラグ • ウヱイトは⑶) 

に暗黙的に含まれている 

という意味で I.L .W •と 

しておこう。

、 〔表-1〕の 1 0 期前まで 

とったスーモン•ウ式イ 

トと，〔表-3〕のラグ•ウェ 

イトおよび各々の累積効 

果を図にしたのが〔図-1〕 

である。図から， アーモ 

ン • ウェイトは 1 期前に 

ピー.クに達.し，: 6 期前に .t 

鹿となり，それから再び 

上り.始めている.のに対し， 

I.L. W, は幾何級数的に 

減少している& ラダ，ウ 

土.イ M H芩ぼ.等 .しV、のは 

4 期飾と 8 期前の 2-っに 

過ぎない。 このよう.にァ 

—モ ン * ゥェィトと I.L. 

放 . との間には , ラダ '  

ウェイトの分布に関し， 

かなり,の相違がみられる。 

累摸雜果で二つのラグ • 

ウェイトを比較してみよ 

う。 4 期前までの.果積効 

果では， アーモン•.ウエ

ィ ト が 轉 ， i m  

7 3 % と約10% の違いがあ

り，アーモン•ウエイト

〔表 - 3〕 I . L .  W .

• ■"-…T  
Wi 累積効果

0 0. 223 0.223

1 0 .179 0.402

2 0 .138’ 0. 540

3 0 .106 0. 646

4 0. 082 0.728

5 0.063 0.791

6 0. 048 .0.839

7 0.037 0. 876 '

8 0.028 0. 904

9 . 0 .  022 0.926

10 0. 017 ；0.943 ,

11 0:013 0. 956

12 0.010 0. 966

13 0. 008 0. 974

14 0. 00.6. 0. 980

15 0. 005 0. 985 ;

* 16 0. 004 0, 989 !

17 0.003 0.992

18. 0,002 0. 994 ,

. ； 1

S.W; 2.9Q -

平均ヲダ. 10力河

で判断する方が効果が波及していくめは早ぃというと 

とになる。 しかし, 6 期前までとると両者ともに84%  

ぐらぃであり，それ以降は累積効果の大きさfcそれ裎 

大きな相違はみられなぃ， しかも， ア一モン• ウェイ 

トは, 先験的 ^ : , 効果があらわれるのはn 期間だけで 

、あることを伖定I；ているから， n 期以降のすグ•ウェ 

イトを無視しており，その無視されたウヱイトがどこ 

かにあらわれることになるから厳密に両者の比較は難 

かしぃ。

ラ グ . ウヱイ . ト .の 分 布 は 両 者 の 間 で か な り 違 っ て い  

る に も か か わ ら ず ， ウ ェ イ ト 合 計 す な わ ち 联 引 後 の 利  

潤 1 単 位 の 変 ,化 が 究 極 的 に 民 間 設 備 投 資 に 与 え る 効 见  

の 大 き さ は ， ア ー キ ン . ウ 土 イ ト ， I . L . W . と も に 約  

3 と 安 定 し て い る 。 平 均 ラ グ は m が 約 l o 力月 

で あ り ア ー モ ン • ウ ェ イ ト と の 間 に 2 〜 3 力 月 の 違 い  

が あ る が ， 1 0力 月 と ぃ う 平 均 ラ グ も ， 民 間 設 備 投 資 の  

税 引 後 の 利 潤 に 対 す る か な り 早 ぃ 反 応 を 示 し て ぃ る , 

次 に (丨8)に お ぃ て ， Z 2( L ) も 脚 と 同 じ で あ る と 伖 定 す  

る と ， .前 と 同 じ よ う に 4 8 個 の デ ー タ を 使 用 し て 拙 迠  

さ れ た 式  .

(C/pe)t = 6 0 .0 9 - 0 .  2368Q2 +  0 , 1631Q3 + d  1718Q*

： + 0 . 36629(Ya/p^^+0.4X326(C/pc),-!
(0.01820) (0.04013)

十 0 . 13362(C/P<;ル  2 
, . ( 0 . 0 4 7 3 3 )

R = 0 .  999, S = 2 3 . 19, r f = 2 . 115 {25),

か ら ， /?> W i,平 均 ラ グ を 計 算 す る ，.と. 〔表 - 4〕のよう :に :.. 

な る 。. C表 - 2〕，の ’4 '期 前 ま で と つ た ア モ ン • ウ ェ イ ト  

と 〔表 ，4〕 の ヲ グ . ウ ェ イ ト お よ び 各 々 の 粜 積 効 见  

を 〔図 - 2〕に 示 し た • 7  — 呷 ン ，ウ :■：イ ト ，I .  L .  W . と 

も ラ グ .• ウ ヱ イ ト が ー 声 1大 き ぃ の は 当 期 で そ れ か ら は  

次 第 に 減 少 し て い く 形 を 示 し て ぃ る が ， ァ ー モ ン • ウ 

太 'ィ ト に 関 し て は 4 期 前 の ウ ェ イ ト は 3 期 前 よ り も 大  

き く な っ て ぃ る 。 この .原 因 が 5 期 以 降 の の 影 響  

を 無 視 し た 結 果 に よ 、る:も の な の か ， あ る ぃ は 多 項 式 远  

似 に よ る 鲒 辑 な め か ， そ れ と も 別 :の 理 由 に も と づ く の  

か 明 :ら か で は な い が ， 4 期 前 の 方 が 3 期 前 よ り も 大 き  

< な る べ き 观 由 は な い 。 累 積 効 果 で 両 者 を 比 較 す る と ，

(I，/Pf)产 -40. 2165+ 0.19科 Q2 + 1.2624 Q3+0. 9114 Q4 

Pi
+0. 65294 |

(0.15582)

R=0. 9 9 1 ,ぎ=47. 07 .

ごの式からもラグ•ウェイトを訐鎿したが，結來は〔表-3〕と殆んど同じなので* 2 期前め係数も考慮に入れ 

たラグ • ウェイトを〔表-3〕に掲げた。
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0 1 •. 2 3 4

ラ グ i (k-tJW)

アーモン• ウェイh j . L .

W .と.も 1 期前ま y •で約' 

65%, 2 期 前 •までで 77%, 

3 期前までで 86% の効果 

があらわれるごとは同じ 

であり，かなり安定的で 

あ .る。 4 期以降大きく異 

なづてきているのは， 7  

一モン.ウェイトの方は 

5 期以降の影響を 0 とお 

いたからであろうと思わ 

れる。 ラ’グ ♦ ウヱイ+ の

合計は則者とも約 0 . 8 で 

あり，平均ラグも大体 4 

ヵ月稅度であることも共 

油している。

I V 結論といくつか  

の問題点

以上，検討してきたよう 

に アーモ ン • ウ ェ イ ト が  

描くラグ構造は，I丄 W.

〔表-4〕 I. L. W.

i Wi f 積効果

0 0.453 0. 453

1 0 .187 0.640

2 0 .138 0.778

3 0. 082 0.860

4 0. 052 0.912

5 0.032 0. 944

6 0. 020 0. 964

7 0. 013 0.977

8 0. 008 0. 985

9 0,005 0. 990

10 0. 003 0. 993

. 11 0. 002 0. 995

12 0. 001 0.996

,• '
S. w. 0, 809

平均ラグ 4. 5力月

1 1 1 2  13 14 15 16

と比較して投資支出と法人所得め場合のように，ラグ/  

ウヱイトの分布に関しかなりの相違がみらK るときと, 

所得A 消費支出の場合のようにかなり似かよっている 

ときがあり， アーモン.ウェイトによらて示されるラ 

グ•ウェイトの分布が必ずし  < 安定的ヤあるとばいえ 

ない。. しかし，.ラグンウヱイKの'合計，平均ラグに6'. 

いては，ア“ モン . ウ尤イト，I.L .W . とも泠とんど 

同 p であり，更にラグ，ウェイトの分布に関して'ほか 

な p の違いがみられても，累積効果-で判断していぐな 

らば同者の間にそれ程大きな違し、は出てこない。芷し ‘ 

いラグ構造を推定し，効果4 波及していく過程と効果 

の大きさを明らかにしていくことは，特に政策的観点 

から重要な課題となろ:う。正しいラグ構迤どはラグ .

ウヱイトめ分布，粜横的効果，'平均 9 'ダ，..ラグv ゥ土: 

イトの合計にっいて“安定的”なものでなければなら 

なt 、力t , ァーモン. ウェィトはヒれらめ諸条神を十分 

满たすものではない。 J ：

税引後の法人利潤と投資支出との平! ^ ラグ奴約 8 ~  

1 0力月と，利潤に対する相当早い反応を示している。 

法人刹澗 1 堆位の効果が波及しっくすと投資支出に3 

倍の変化をちたらす。，

可処分所得と消費支出との平均ラグは約4 力月と早

辟ぬ姑パだドン * ^ 取祭_ 汝输:坪蜂上V:へ.'Vぶレ̂̂^

II

K，(0

0.2

分布ラグとア一モソ• ウJ.イト

〔図-1〕 I//P,-の （上^ * ) に対する時f卿 jめ •£

ベ---x._

r一モン.ウュイトの崧桢効來< U盛も-}

累沽効果

X---X~—W ^ 100%.

50%

注(?） （丨8)式において

Z2(L) = 

とすると，⑽式は

T
— t2h 2 ”  tah3 ( i )
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分布ラグとア一モン.ウュイト

〔図-2〕 Cjpt の Yrf/p{ に対する時間.的反応 粜砧効來 
100%

0 1 2  3
ラグ(四半期)

1 1 1 2

> S 所得の消费支出に与える影響の大き 

さは,当期の所得が一番火きぐ時間が 

経過するにっれてそ9 影響は次第に小さ 

くなり， 1年前までの所得のラ グをとれ 

ば現在の消費吏出は:ほk んど説明される。 

所 得 1 単位の変化が宄極的丨こは消！̂支出 

に 0 .8 の変作をもたらす。

最後に, 本論文では扱わなかったV、ぐ 

っかの問題点を指摘しておこう。第 1 に， 

M 式のパラメ一  ギ推定匕あ尨o て，通常 

の最小自乗法を用いたがt こ れ は : • 

Y{=yX {+^Y i-i+^2Yi-2+V( (Z8)

め誤差項沿には系列相関がないという仮 

定の下でのみ,パラメ  一タの推定量は系

となる•

(C/pe),=r(Yd/p(；),+ i1(C/pe)<_l+f2(C/pf)i-2+f3(C/p(.)<

f22(L)=i9W(L)

W(L)= Wo H* w j L + w2L2 + ......

( i i )

(iii)

P- W (L )= 2 Wi=l

とすると

(C/p,i)(=fl<X()+ a2(C/p(：)t. l +a3(C/p<.)4-2+o4(C/p(!)(-3 . ' ン

こ こ で MX,)=如4 ^ % / ^ 十会 6(Q( を推定したとき，氏 wit平均ラグは

IQ —-----a-1---  .
1—a2—a3—a4
ぃ '• . . • , * ■ '■ ' Wi—a2V}i.i+a3w$~2+^v>i-$
但 し ？v0= l —如一れ一a<，Wi=a2(l一a2—a3—a4) (ivノ

. ^2=^(«2*+«3)(1— a3_ a 4) :

, 乎 均 ラ グ '

によつて計算できる，上記の （ i ) 式 の Z2(L) のもとで推定卜た結果は  .
(C/pA = 46. 027+0. 3751 (Yi/pA — 0. 0927Q2+0. 6779Q3

+ 0. 2290Q4+ a  4662(C/p,)<_, + 0. 1584 (C/pe)t-2~0. 0927 (C/pe),-3 、
• • (0.0486) (0.0480) (0.0508)

R=1.00, S=22.56, d=2. 066

となる6 (C/pe\ - 3 の係数_が信頼係数 0 .9 5 で有意であをp で, Z2( L )を本文p ような形p レ たが，信頼係数

0 , 9 0 で は （C/仏),-3の係数も有意でないので/上記の推定式からも（〖V)にしたがづてラグ.ウヱイトを計算

した，結 果 は 〔付表-1〕である力V 本文の方とは若干異なっている* しがし,当期のウェイトを最大にして次

t付表-1〕

i 0 1 2 3 4 5 6

v>i > 0.468 0.218 0 .176 0. 073 0.042 0.016 0. 007

梁秸効束 0.468 0. 686 0‘ 862 0.935 0.977 0•的3 ‘ 1 .000

S, W. = 0 ,肋2 , 乎均ラグ= 3 .2カ月 

第に減少していくパダ一シは同じであり> ラグ♦ウエイトの合計も同じく約0 , 8 と安宠している，平均ラグは 

1 力月程早い結果が出ている， ’ .
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分布ラグとア一モン • ウX イト

m 4 に，税引後の法人利潤と投資支出との間の平均 

, ラダは約 8〜1 0力月とかなり早いととが分ったが， こ 

のように，利潤に対して早い反応を示す投資行動がな 

されてきたのは何故かが問われねばならない。
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1

分布ラグとア一モシ . •ウェイト，

構造 i  _ 定  'したが， もし真のラグ構造が彼りに月を舉 

，位としてあら 'わされるならりよ*.(同じことた4が，真の調盤 

の隼位期間が月であるならば）集計された四半期データ 

を し で ラ グ • ウェイトを推定すれば，バイアスを 

もつ》真のラグ構造を求めるときには， どのような期 

間 (年，四半期，月など）を革位としてラグ描造が表わ 

され，そしてその中で、ラグ•ウェイトがどのように分 

布 _しているかが問われねばならない。集計に伴うパイ 

アスの問題をこの論文ではとり上げていない•

第 3 に，車一方程式でアー今ン‘みヱイトを検討す 

るだけではなくて，同時方程式体系の中に，アーキン. 

ウェイトをもった方程式を含めたとき，モデルの動学 

的性質，蕞終テストの誤差の累積の仕方に何らかの特 

徴か表われてくることはないかという i ；う.な■ことも検 

討する必襄がある.。 ン ， ..
 - ■  ■

注 ⑶ い ま ，輿のラグ構造が

n-1
yu — 2, > a)

によって夺えられるものとしよう。 ここでけ年，Aをじとすれば， ytiは 《年 i 月を示し，名を年，たを 

4 とすれば，叫，糾 は  < 年の第フ‘四半期を示すものとする。そして

k~ i)  (yi)

x ,=  2 * 丨" Y, = , .

とする• f

さて，f を半年P 々を2 と す る と は 四 半 期 デ ー タ ，X„ Y ,は半年データを杀す。 . .

2 妁尸；X,

2 . , . ' ' ■ . ぃ . ，. .

i-j =X,~{ic„ 2-X--U t) (如）

! ■ . .  . . . .  ' ..

VI ^  _  fX t-„ ,n -l= 2m
み， “ (»-!) —
3 —(尤卜《1，2 — 2)* U一1= 2饥+ 1

U は自然数） . •

. であるから，（vii)を （v > 片代入して， ；;•について和をとり
. 2 s . 

Y<= j g |^ « 0 ) + w » ( l ) 〕X,+CW2)+w(d)〕X,-, + ……
：. • 爷.

+ 〔切(2w〉+ w (2w + l)〕X 卜供一 Cw(l)0^, 2—叫”,:j) +

站⑶(的-“2— め-2, 2) + … 切(2饥+ 1)(約-供，公一；Vl-»,

， 斯 抑 办 + 吨 糾 放 卜 广 為 切 ⑵ + 加 卜 ぃ - か卜“：） （vffi)

と峩くことができる。 ■

典のヲグ 擀 造 が ( V ) にしたがっているとき,衆計されたデータx,, Y<を使用して，

' Y(= I]v (i)X t. { ‘ 1 '
■ . .

の v ( i)を推宠するならば， (via)の第2 現対前年同期垧加頟を無祝することになり，va ) の推定贽には‘•特炉 

化の訳まり”が入りこむことになる々
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列相関バイアスをもたなぃ。 この仮定ぼ,

Y ^ Z C D X . - f ^

と宠式化したとき，諸{M項 ％に •

tit +iaWt-i +  Vi (2g)

とぃ.5 2 階の系列相関を伖定L ズぃることに等しぃ。 

他方， もし《に系列相関なU と伖定すればv が 2 階の 

系列相関をもつことにな我々ほ,镇差項に系列相関 

なしとぃう饭定が脚式で成立する (6か, ’(27)式で成立す 

るのかにつぃて，通常先験的には何も情報をもってぃ :  

なぃが， もし，如式めUが系列相関‘もってぃないな 

らば，㈣ 式に通常の最小自桊法•を当てはめたので铋， . 

パラメータ推走：i;は系列相聞バイアスをもつ。本論文 

ではこの間題を极っていなぃ。

笫 2 に， この論文では四半期デ“タを便用してラグ

m

f 巧̂ 说リぬけ、W八ぐ尸仏レ' さパ レ1̂  ゾ、ふ''1、 ^ M ̂  ^  ̂  ‘ジゼぬ、，扣ぬト部ねむる泛 及; ^ ^ ン软邮奴̂
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